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Ⅰ．はじめに
　２００１（平成１３）年の児童福祉法改正により、保育士資格が名称独占の国家資格として法定化さ
れた。これに伴い、同年に保育士養成課程における履修科目が見直され、新たな履修科目として
「家族援助論」が必修の講義科目として登場した。そのため、２００２（平成１４）年度入学生より指
定保育士養成校において「家族援助論」が講義されるようになり、今年度で４年目を迎えている。
　この「家族援助論」登場の背景には、わが国における子育て環境の大きな変化がある。産業構
造の変化に伴い、都市への人口の急激な流入は都市化や住宅問題、交通問題など、人びとの生活
環境にさまざまな問題を引き起こした。このような中で少子化傾向はますます進み、最新の２００４
（平成１６）年の合計特殊出生率は１．２９人と、人口置換水準の２．０８人を大きく下回っている。この
原因として親の育児不安の増大や、この影響として子どもの人間関係の脆弱化が指摘され、これ
らに起因すると考えられる子どもの虐待事件やマルトリートメントが社会問題化している。
　このような子どもに生じる生活問題対策の一つとして児童福祉サービスがあり、これを担う保
育士は、児童福祉法に定められた社会福祉従事者の一員である。この保育士は、助産施設を除く
すべての児童福祉施設に何らかの形で配置されている（１）。保育士が対象とする利用者は、児童福
祉法第４条に規定される「児童＝満１８歳に満たない者」であり、この保育士が最もたくさん働い
ているのは保育所である（２）。しかし保育所には、保育士以外の社会福祉従事者が常勤であること
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Summary
　　With the revision of the Child Welfare Law in 2001, childcare support services in an 
area or child protector guides have become more in demand from day care nurseries, lead-
ing to an increase in non-professional personnel who conduct these services.  As a result, 
a review of designated childcare personnel training courses was conducted, and a "family 
support theory appeared as a broad subject newly required" from 2002.  A method to as-
sist families in social welfare support technology was pursued, and the author reflected on 
how best to improve the practical nature of on-site training.
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がない（３）。児童養護施設など、保育所以外の児童福祉施設においては、保育士以外の直接処遇の
専門職として児童指導員などが配置されるため、それぞれの専門職が持つ学問ベースを持ち寄っ
て、利用者にとって最もよいサービスとは何かを考え、利用者の生活問題を緩和したり解決へと
導くことが比較的容易にできる。しかしながら保育所で働く保育士は、同じ施設の中で他の専門
職の力を借りながら、子どもやその家族を取り巻く生活問題を解決に導くということが非常に難
しい環境にある。
　そのような中で、保育所や保育士にはさまざまな課題が突きつけられている。子育てにまつわ
る問題が多様化する現代社会においてこのような問題に対応するためには、保育士そのものの力
量を上げるか、保育所に他の専門職種の配置を義務づけるか、このいずれかによる対策が喫緊の
要事であろう。
　そこで本稿では、主として保育所において行われる家族援助とは何か整理した上で、指定保育
士養成校において講義される「家族援助論」がどのように教授されるべきか考察する。
Ⅱ．指定保育士養成校における「家族援助論」の位置
１．子どもと家庭を取り巻く環境の変化とその対策
　戦後の高度経済成長は、国民の所得水準を向上させた。その一方で国民の生活にさまざまな変
化をもたらし、子どもを取り巻く環境も大きく変化した。
　特に戦後は第一次産業の従事者が大幅に減少し、高度経済成長期に増えた第二次産業は１９５０年
代から減少傾向にある。これとは反対に第三次産業は一貫して増加しており、２０００（平成１２）年
には就業人口の５８．３％を占めるようになった（４）。
　このような産業構造の変化は、都市への人口の急激な流入をもたらし、人口の過密化に拍車を
かけ、住宅問題や交通問題などを引き起こすことになった。これに伴い、子どもたちの生活環境
も大きく変わった。子どもたちの創意工夫がなされやすい空き地は住宅へと変わり、屋外遊びは
人工的に作られた公園が主になり、子どもたちの遊び空間は狭小化した。このことによって子ど
もたちは室内に追いやられ、遊びの中身も大きく変わった。また都市に暮らす人々が増えたため、
一世帯あたりの平均人員も２００４（平成１６）年には２．２７人まで減少した。そして少子化の指標であ
る合計特殊出生率は下がり続け、最新の２００４（平成１６）年は１．２９人となった（５）。このような子ど
もを取り巻く環境の変化は、子どもの育つ家庭にさまざまな質的変化をもたらした（図１参照）。
　このような少子化問題への対応は、１９８９（平成元）年の合計特殊出生率が、丙午だった１９６６
（昭和４１）年の１．５８人よりもさらに少ない１．５７人まで自然に下がったことから称された「１．５７
ショック」の直後より本格的に始まった。１９９４（平成６）年１２月１６日には厚生・文部・労働・建設
の４大臣が合意した「今後の子育て支援のための施策の基本的方向について（エンゼルプラン）」が、
この一部を具体化したのが同年１２月１８日に大蔵・厚生・自治の３大臣が合意した「当面の緊急保
育対策等を推進するための基本的考え方（緊急保育対策等５カ年事業）」が発表された。ここでは、
延長保育などを中心に、１９９５（平成７）～１９９９（平成１１）年度の５カ年間で達成すべき目標値を
掲げ、それに到達すべく予算を配分し、着実に保育サービスを充実させようとした。この「エン
ゼルプラン」は、２０００（平成１２）～２００４（平成１６）年度の「重点的に推進すべき少子化対策の具
体的計画（新エンゼルプラン）」へと続いた。さらに、２００２（平成１４）年９月に厚生労働省が発表
した「少子化対策プラスワン」では、それまで強調されてきた「子育てと仕事の両立支援」に、
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「男性を含めた働き方の見直し」「地域における子育て支援」「社会保障における次世代支援」「子
どもの社会性の向上や自立の促進」を加え、この５つの柱に沿った取り組みを推進していくこと
とされた。２００３（平成１５）年にはこの５つの柱を具体化した「次世代育成支援対策推進法」が、
２０２５年度末までの時限立法として制定・施行された。続いて、少子化社会の基本理念を定めた
「少子化社会対策基本法」が制定されている。この２法については、いずれも少子化対策の責務
を国と地方公共団体、事業主、国民の４者に求めている。これは児童福祉法第１条においてすべ
ての国民に子どもたちが心身ともに健やかに生まれ育成される努力義務を、児童福祉法第２条で
子どもを健やかに育成する責任を国と地方公共団体、子どもの保護者の三者に求めたことと呼応
し、事業主に対しても「子どもを生み、育てる者が充実した職業生活を営みつつ豊かな家庭生活
を享受することができるよう、国又は地方公共団体が実施する少子化に対処するための施策に協
力するとともに、必要な雇用環境の整備に努めるものとする」と定め（少子化社会対策基本法第
５条）、少子化対策を総合的に進めている。ここに来て、それまで主に「エンゼルプラン」「新エ
ンゼルプラン」において一定の期間で目標値を定めてそれを達成しようと展開されてきた「子育
て支援事業」は、児童福祉法第２章第２節第３款にまとめられ、恒常的な児童福祉サービスとし
て２００５（平成１７）年４月１日から施行している。
　ここでの「子育て支援事業」には、①放課後児童健全育成事業、②子育て短期支援事業（短期
入所生活援助事業・夜間養護等事業）、③居宅における子育て支援事業（家庭訪問支援事業・家庭
的保育事業）、④施設における子育て支援事業（一時保育促進事業・特定保育事業・乳幼児健康支
援一時預かり事業・幼稚園における預かり保育）、⑤相談支援事業（地域子育て支援事業・ファミ
リーサポートセンター事業・つどいの広場事業・児童ふれあい交流事業）を含む。これに呼応し
て、２００４（平成１６）年１２月２４日に閣議決定された「少子化社会対策大綱に基づく重点施策の具体
的実施計画について（子ども・子育て応援プラン）」において、２００９（平成２１）年度までに達成す
べき項目と目標値が掲げられている。
　このように、いわゆる「１．５７ショック」以降、「少子化対策」や「子育て支援事業」、「次世代育
成支援施策」などと名称を変えながら、幅広い対策が取られるようになってきている。しかしな
がら、現在のところ合計特殊出生率は減少し続けており、これらが少子化に歯止めをかけている
とはいえない（６）。
２．保育所と家族援助
　保育所では、１９８９（平成元）年から実施された「保育所地域活動事業」において育児相談や指
導、育児講座を行っている。また１９９３（平成５）年には「保育所地域子育てモデル事業」を開始
し、市町村長が活動の中心となる保育所を指定した上で、①育児不安等についての相談指導、②
子育てサークルの育成・支援、③特別保育事業等の積極的な実施、の３つを事業内容とし、常勤
職員１名および非常勤職員１名の設置費と支援センター事業活動に必要な経費が補助されるよう
になった。
　１９９４（平成６）年１２月１８日に策定された「当面の緊急保育対策等を推進するための基本的考え
方（緊急保育対策等５か年事業）」では、先の「保育所地域子育て支援モデル事業」が「地域子育
て支援センター事業」と改称され、続く「新エンゼルプラン」「子ども子育て応援プラン」におい
てもそれぞれ目標値を設定し、着実に増やす努力がなされている（７）。
　このような地域子育て支援センター事業を実施しているか否かにかかわらず、１９９８（平成１０）
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年に児童福祉法が改正され、第４８条の３第１項において「保育所は、当該保育所が主として利用
される地域の住民に対してその行う保育に関する情報の提供を行い、並びにその行う保育に支障
がない限りにおいて、乳児、幼児等の保育に関する相談に応じ、及び助言を行うよう努めなけれ
ばならない」とされた。これに伴い、同条第２項において「保育所に勤務する保育士は、乳児・
幼児等の保育に関する相談に応じ、及び助言を行うために必要な知識及び技術の修得、維持及び
向上に努めなければならない」とされた。すなわち、「その行う保育に支障がない限りにおいて」と
限定されてはいるが、保育所の保育に関する相談・助言機能が条文化され、保育士に対してはそ
れに必要な知識や技術を身に付けることが努力義務となった。
　２０００（平成１２）年に改訂された保育所保育指針では「保育所における子育て支援」として、①
一時保育、②地域活動事業、③乳幼児の保育に関する相談・助言、④子育てサークルの育成支援
や地域の保育資源の情報提供が挙げられている。そして保育所の機能や役割については、以下の
ように明記されている。
　　　今日、社会、地域から求められている保育所の機能や役割は、保育所の通常業務である保
育の充実に加え、さらに一層広がりつつある。通常業務である保育においては、障害児保育、
延長保育、夜間保育などの充実が求められている。また地域においては、子育て家庭におけ
る保護者の子育て負担や不安・孤立感の増加など、養育機能の変化に伴う子育て支援が求め
られている。
　　　地域において最も身近な児童福祉施設であり、子育ての知識、経験、技術を蓄積している
保育所が、通常業務に加えて、地域における子育て支援の役割を総合的かつ積極的に担うこ
とは、保育所の重要な役割である。
　　　さらに、保育や子育て支援の質を常に向上させるため、保育所における職員研修や自己研
鑽などについて、不断に努めることが重要である。
　ここに、保育所は通常業務としての保育＝ケアワークを行うだけではなく、地域における子育
て支援としてのソーシャルワークを行うこととされたのである。
　保育所がこのような機能や役割を果たすためには、これを担う力量を持った専門職が必要とな
り、２００１（平成１３）年の児童福祉法改正では、保育士が名称独占の国家資格となった。そして同
法第１８条の１８第１項の登録を受け、保育士の名称を用いて、専門的知識及び技術をもって、児童
の保育及び児童の保護者に対する保育に関する指導を行うことを業とする者と規定され（児童福
祉法第１８条の４）、その職務が「保育」というケアワークと「保護者に対する保育に関する指導」
（以下「保育指導」とする）というソーシャルワークの２点にあることが明記された。
　この保育指導については明確な定義はないが、柏女霊峰氏は「子どもの保育の専門職である保
育士が、保育に関する専門的知識・技術を背景としながら行う子どもの保育のあり方に関する相
談・指導・助言である」としている（８）。この保育指導の対象としては、①通常保育を行う子ども
たちの保護者に対するものと、②それ以外の地域の子どもたちの保護者に対するものの２つがあ
る。
　しかしながら保育所は、通常保育を望んだり、地域で安全に遊ぶ場所の提供を望む保護者たち
が来所することが多く、家庭児童相談室や児童相談所のように自ら子育てに関する問題を自覚し、
相談・援助を望んでやってくる保護者は少ない。そのため保育士は、子どもや保護者の様子を日
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常的によく観察し、問題がある時には直接指摘したり、間接的にアプローチしたりすることにな
る。このような、通常保育より幅広い業務をこなすために、保育士には子どもの保育に関する専
門的知識や技術のみならず、保育指導に必要となるソーシャルワークの知識・技術も必要となる。
　そのため、「社会福祉Ⅰ」を「社会福祉」に、「社会福祉Ⅱ」を「社会福祉援助技術」に名称変
更した上で、その教授内容を明確にするなどいくつかの改正を行った。そして総履修単位数は６８
単位にしたままで、「家族援助論（講義）」は必修科目として新設されており、このことからもそ
の重要性を伺うことができる（表１参照）。
Ⅲ．家族援助論の教授法
１．関係法令にみられる「家族援助論」
　「児童福祉法施行規則第６条の２第１項第３号の指定保育士養成施設の修業教科目及び単位数
並びに履修方法（平成１３年５月２３日・厚生労働省告示第１９８号）」において、指定保育士養成校で
の、家族援助論は、「保育の対象の理解に関する科目」に位置づけられ、講義・２単位・必修と
なっている。そして、その教授目標としては、以下の４つが挙げられている。
　１）保育所のもつ「子育て支援」を重要な社会的役割として理解し、児童・親を含めた家族が
保育の対象であることを理解させる。
　２）「子育て支援」は保育所だけでなく、その他の児童福祉施設の親についても同様に必要とさ
れることを理解させる。
　３）現在の家族を取り巻く社会環境における家庭生活、とくにその人間関係（夫婦・親子・きょ
うだい）のあり方を理解すること及びそれをふまえて適切な「相談・助言」を行うことは
「子育て支援」のために欠かせないものであることを理解させる。
　４）１～３を踏まえ、それぞれの家族のニーズに応じた多様な支援対策を提供するため、児童
福祉の基礎となる家族の福祉を図るための種々の援助活動及び関係機関との連携について理
解させる。
　これに基づく具体的な教授内容としては、①家族とは何か（家族の意味・定義、家族の機能）、
②家族をとりまく社会的状況と支援体制（都市化、核家族化・少子化、男女共同参画社会の進展、
家族の福祉を図るための社会資源）、③今日における家族生活・家族関係（夫婦関係＝子どもから
見た両親のあり方、親子関係、きょうだい関係）、④「子育て支援」としての家族対応（子育て支
援サービスの範囲や課題、具体的展開、関係機関との連携など）、が挙げられている。
　この教授目標やその内容をどのように展開していくかについては、各養成校に任されている。
ただし、家族援助論以外の講義や演習科目との関連やその養成校の置かれている地域性によって
若干の違いはあるにせよ、この範囲内で講義することが求められている。
　保育士養成に関しては、所轄する厚生労働省が出す公式テキストがない。しかし、一般的には、
新・保育士養成講座編纂委員会の『家族援助論』（全国社会福祉協議会出版）が標準テキストであ
ると言われている。この中では、保育所は今後、家族や地域とどのような関わりをもって保育を
進めていったらよいのか、そのあり方を学ぶために、「第１点として、一人ひとりの子どもと家庭
を大切にするために、家族の暮らしをよく理解し、建設的な関係を築いていくための社

会

福

祉

援

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表１　改訂保育士養成課程（平成１４年４月１日から適用）
留　意　事　項　　
単　位　数
教　　科　　目　　系　列
履 修設 置
　 名称変更（←基礎科目）
１
１
２以上
１
１
６以上
外国語（演習）
体　育（講義）
体　育（実技）
その他
教 
養 
科 
目　
設置単位数減少（←１２）
履修単位数減少（←１０）
８以上１０以上小　　　　　計　　
名称変更（←社会福祉Ⅰ）
名称変更（←社会福祉Ⅱ）
２
２
２
４
２
２
２
２
２
４
２
２
社会福祉（講義）
社会福祉援助技術（演習）
児童福祉（講義）
保育原理（講義）
養護原理（講義）
教育原理（講義）
保育の本
質・目的
の理解に
関する科
目
必　
　
　
　
　
修　
　
　
　
　
科　
　
　
　
　
目　
　 授業形態変更（←講義・実習）
　 単位数減少（←３）
新 設
２
２
５
２
２
２
２
２
５
２
２
２
発達心理学（講義）
教育心理学（講義）
小児保健（講義・実習）
小児栄養（演習）
精神保健（講義）
家族援助論（講義）
保育の対
象の理解
に関する
科目
授業形態変更（←講義）
　 履修形態変更（←選択必修）
　 授業形態変更（←講義）
　 単位数減少（←２）
　 履修形態変更（←選択必修）
　 単位数減少（←２）
６
２
１
１
６
２
１
１
保育内容（演習）
乳児保育（演習）
障害児保育（演習）
養護内容（演習）
保育の内
容・方法
の理解に
関する科
目
単位数減少（←６）４４基礎技能（演習）基礎技能
５５保育実習（実習）保育実習
新 設２２総合演習（演習）総合演習
単位数増加（←４７）５０５０小　　　　　計　　
　 大綱化（←科目名）８以上１７以上
保育の本質・目的の理解に関する科目
選　
択　
必　
修　
科　
目　
保育の対象の理解に関する科目
保育の内容・方法の理解に関する科目
基礎技能
履修形態変更（必修化）２以上２
以
上
２
２
保育実習Ⅱ（実習）
保育実習Ⅲ（実習）
保育実習
設置単位数減少（←２０）
履修単位数減少（←１１）
１０以上１９以上小　　　　　計　　
６８以上７９以上合　　　　　　　計
助

技

術

を、第２点として、子ども、家庭、地域をつなぐ道筋を、児童家庭福祉の視点に立って保
育実践の場に取り入れることを課題として取り上げることとしたい。」（傍線部は筆者）と記され
ている（９）。このことから、「家族援助論」で想定されている「援助」とは、社会福祉援助技術＝
ソーシャルワークであるといえよう。
２．家族援助と社会福祉援助技術
　社会福祉学には、いわゆる「制度・政策」「援助・技術」と呼ばれる２分野があり、その双方が
「車の両輪」として機能することによって、初めて利用者の生活問題を解決に導くことが出来る。
このうち「援助・技術」の領域は、いわゆる「ソーシャルワーク」といわれ、直接援助技術であ
るケースワーク（個別援助技術）やグループワーク（集団援助技術）、間接援助技術であるコミュ
ニティワーク（地域援助技術）、ソーシャルワークリサーチ（社会福祉調査法）、ソーシャルワー
クアドミニストレーション（社会福祉運営管理）、ソーシャルアクション（社会活動法）、ソーシャ
ルプランニング（社会福祉計画）、関連援助技術としてのネットワーク、ケアマネジメント、スー
パービジョン、カウンセリング、コンサルテーションなどを包含する。
　このソーシャルワークについては、「ケースワークの母」と称されるメアリ ・ーリッチモンドが
１９２２年に『ソーシャル・ケース・ワークとは何か』の中で「ソーシャル・ケース・ワークは人々
とその社会環境との間に、個々別々に、意識的にもたらされる調整を通じて、人格の発達を図る
諸課程から成り立っている」と定義づけていることからもわかるように（１０）、人と社会環境の調整
がその役割である。すなわち、社会的存在である人間が、その置かれている環境との間に不調を
起こしたとき、その環境の調整を行うことによって問題を軽減・解決する営みである。
　これは１８６９年にイギリス・ロンドンに慈善組織協会（Charity Organization Society、以下 COS
 とする）が誕生したことに端を発する。COS では友愛訪問員（friendly visitor）が「施与ではな
く、友愛を」というスローガンを元に、生活困窮者たちの家庭訪問を行った。
　しかし１９６０年代から、ソーシャルワークがケースワーク・グループワーク・コミュニティワー
クと専門分化し過ぎたことへの反省が生まれ、ジェネリックな総体としてのソーシャルワーク、
すなわちジェネリック・ソーシャルワークが注目を集めている。これははじめにケースワークと
いう技術があるのではなく、総体として個別・集団・地域という援助技法を使い分けるというも
のである。また、対象者別に子どもや高齢者、障害者の生活問題を解決する際に共通している部
分を抽出し、統合化していこうとする動きが出てきた。その統合化の一つが、システム理論を用
いたジェネリック・ソーシャルワークである。
　このシステムモデルの派生系としてエコロジカル・アプローチがあり、最近では「エンパワメ
ントアプローチ」や「ストレングスの視点」などを重視したソーシャルワーク実践が主流となっ
ている。
　また近年、「児童福祉」は「子ども家庭福祉」と称されることが増えてきた。これは「児童」と
いう言葉に現代的な人権感覚が欠落していることと、子どもは必ず母親からその家庭に産み落と
され、主としてその近親者によって育まれるため、「子ども」と「家庭」をセットにして見ていく
必要性を表している。
　家族と社会福祉援助との関係で言えば、エコロジカル・ソーシャルワークを応用した家族中心
ソーシャルワークが注目に値する。１９８０年代にハートマンらによって体系化された家族中心ソー
シャルワークは、生活困難や家庭内暴力、老人や児童への虐待、薬物依存、アルコール依存、あ
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るいはそれらの複合など、複雑で多様な家族問題に対する援助の社会的養成が高まる中で、生態
学や家族システム論などの新たな理論的枠組みを背景に登場してきた実践理論である。本来は家
族の多元的な問題を包括的にアプローチし、家族システムのレベルでそれらを統合化しようと言
う戦略的意図をもって体系化された実践パラダイムである。家族中心ソーシャルワークは、①エ
コロジカル・パースペクティブ、②家族過程における家族療法とソーシャルワークの統合、③多
元的な実践の家族システム・レベルでの統合をその基本的特徴とする。そして端的に言えば、不
登校や虐待は、家族の危機を防ぐための症状として発生していると考えるように、問題を抱えて
いることをパラダイム転換しているところに特徴がある。
３．保育現場における家族援助
　家族には、核家族や三世代同居の家族、障害児や高齢者のいる家族、ひとり親の家族など、さ
まざまな形態がある。社会福祉の実践現場ではいろいろな領域で家族援助が展開されているが、
ここでは保育所における家族援助を中心に考えてみたい。
　子どもたち一人ひとりを大切な存在として育んでいくためには、保育所、家庭、地域社会の連
携や、子育て支援のネットワークづくりの活動は不可欠な要素である。特に近年の家族生活の変
化、地域の空洞化、子育てをしている人たちの孤立化という問題は、子育てのしづらさを生み出
す要因ともなっている。その結果「子育て不安」を抱えながら子育てをしている家族はけっして
少なくない。そのうえ、家族が子育ての悩むや生活上の困難を支援したり相談したりする人を身
近にもっていない場合も多いので、こうした状況をよく把握しながら保育所保育を進めていくこ
とが求められている。そのために保育所は今後、家族や地域とどのような関わりをもって保育を
進めていったらよいのか、そのあり方を学ぶ必要がある。
　では実際の保育現場においてはどのような家族援助が行われているだろうか。入所児童の保育
は言うまでもなくケアワークの側面を有しており、それ以外でも一時保育や地域の子どもたちへ
の園庭開放において子どもたちに遊びの提供などを行うこともケアワークの一環である。また在
所児や地域の子どもたちの成長・発達などに関する電話や面接での相談に助言をすることは、ま
さにケースワークである。さらに、在所児の保護者をクラス単位にまとめることはグループワー
クであり、この援助・技術は地域の保護者が共通の問題を抱えているような時にも有効である。さ
らに、子育てに関する講演や講座などを保育所の内外で行うことはコミュニティワーク実践の一
つである。このように整理すると、意識しているかどうかは別として、保育現場においてはすで
にソーシャルワーク的な営みがなされてきている。ただし、ソーシャルワークとして行うために
は、当然その原理・原則に則って援助を行う必要があり、これを担う保育士への教授も必要となる。
　しかしながら、柏女霊峰氏は「保育士はあくまで保育のプロであり、介護福祉士と同様、ケア
ワークを行う専門職」であるため、「『保育』という行為が、子どもに対する保育と保護者に対す
る保育指導を行って初めて完結することを意味」していると指摘する（１１）。したがって「保育指導
とは、家庭や保育所における子どもの保育をより良くするための援助であり、保育の一環として
保育指導という業務が行われることはあっても、それは、社会福祉士や臨床心理士の行うソーシャ
ルワークやカウンセリングとは異なっていると考えられ」、「保育指導の業務が保育士に付加され
たからといって、保育士がソーシャルワーカーの一翼を担うようになったと考えるのは早計」で
あるとする（１２）。
　これについてはさまざまな議論があると思われるが、保育現場に要求されている家族援助を行
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うためには、誰かがソーシャルワークを担う必要がある。現行の児童福祉施設最低基準の第３３条
第１項では、「保育所には、保育士、嘱託医及び調理員を置かなければならない」としている。こ
れはあくまで最低基準であるが、社会福祉士のような社会福祉分野における相談・援助業務の専
門職が保育所に常勤で配属されているケースは前述の通り皆無である。また最低基準を大きく超
えて保育士を配置することも難しい。そのため、保育所に求められるソーシャルワークを保育士
がこなせないとすれば、別の専門職やこれを担う専任の保育士を保育所に置いたり、インテーク
は保育士が担うとしても、具体的な援助については関係機関に任せることができるようなシステ
ムの構築が急務である（１３）。
　この辺りが曖昧にされたまま、現行制度では家族援助を保育士に担わせていると考えれば、保
育士はソーシャルワークを身につけ、この技術を維持・向上させなければならない。また、前述
のようなシステムを構築されたとしても、保育士がソーシャルワークの一翼を担うのであれば、
家族援助のプロセスについて理解しておくことは必要なことである。
４．指定保育士養成校における「家族援助論」の教授法
　保育現場で行われる家族援助については、２００１（平成１３）年以前は明確な法的根拠を持ってい
なかったとはいえ、有史以来、保育所においては保育士が子どもたちを保育するために保護者と
の関わることは当然のことであった。子育ては保護者が家庭で行うことが前提であるが、就労な
どによってその前提が保障されないときに子育てを補完・代替するのが保育である。すなわち、
保育士と保護者がともに子育てをしなければ、心身共に子どもたちが豊かに成長・発達すること
はあり得ない。
　その中で指定保育士養成校では、家族援助論が必修科目として保育士養成課程に登場した背景
を踏まえて、社会福祉援助技術の諸原理・原則を用いて家族を援助することを教授する必要があ
ると言えよう。具体的には、前述の「児童福祉法施行規則第６条の２第１項第３号の指定保育士
養成施設の就業教科目及び単位数並びに履修方法（平成１３年５月２３日・厚生労働省告示第１９８号）」
の教授目標や内容を押さえた上で、少なくとも以下のような社会福祉援助技術の諸原理・原則を
教授する必要がある。
　相談・援助の基本には、社会福祉援助技術の大原則である「バイスティックの七原則」が欠か
せない。バイスティックの７原則とは、①個別化の原則、②自己決定の原則、③受容の原則、④
非審判的態度の原則、⑤秘密保持の原則、⑥統制された情緒関与の原則、⑦意図的な感情表現の
原則の７つである。これに「自己覚知」やソーシャルワークの基本概念である「傾聴」・「受容」・
「共感」などを加味しながら進めることは言うまでもない。
　さらに、保護者からの相談を受けた場合には、ケースワークのプロセスを基本として、①イン
テーク（受理）、②アセスメント（問題の理解と査定）、③プランニング（援助計画の作成）、④イ
ンターベンション（援助的介入）、⑤エバリュエーション（事後評価）、⑥ターミネーション（終
結）と進め、その時々にスーパービジョンやモニタリング（観察）を取り入れながらフィードバッ
クするプロセスの教授も必要である。
　この過程においては、適宜必要な記録を取ることは言うまでもなく、そこにマッピング技法で
あるファミリーマップ（家族図）や、ジェノグラム（世代関係図・家族関係図）、エコマップ（生
態地図・社会関係地図）、ライフサイクル（生命周期）などを取り入れることにより、第三者にも
わかりやすい記録とすることが大切である。
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　指定保育士養成校においては、現場での実戦経験が乏しい学生に教授しなくてはならない。そ
のため、保育所を中心とする児童福祉施設において保育士が実行力ある家族援助を行うために、
これらの社会福祉援助技術を駆使しながら問題解決・改善に導いた具体的なケースを用いること
によって、学生への理解を深めさせることが望ましい。
Ⅳ．おわりに
　子どもたちの多くは保護者に育てられており、自ら収入を得て自活しているものは少ない。し
たがって、子どもたちの生活は保護者がどのように働くかによって大きく変わってくる。保護者
の働き方は、その時代における産業構造の変化や地域社会のあり方などに大きな影響を受ける。
このように子どもやその家庭を取り巻く子育ての条件や社会環境などが複雑に絡み合っていると
ころに、具体的な子どもの生活問題が表出し、社会政策や公共一般施策が不十分である場合に、
最終的に補完・代替するのが児童福祉（ないしは「子ども家庭福祉」）サービスである。
　いわゆる「エンゼルプラン」や「新エンゼルプラン」、そしてこれらに続く「子ども・子育て応
援プラン」は、少子化現象に端を発した子育て支援を企業や地域社会を含めた社会全体で取り組
むべきこととし、社会福祉サービスのみならず、社会政策や公共一般施策である教育・雇用・住
宅など総合的な計画としてとりまとめられている。これらを着実に具体化し、子どもを育ててい
る保護者の働く環境の整備が急務である。
　また一方で、子育て環境の変化によって安全な遊び空間の欠如から保育所の開放を求める声も
高まっている（１４）。このような課題は本来的に、すべての子どもを対象とした公共一般施策として
の公園や遊び場、安心して歩ける生活道路などの生活環境施設の整備によって対応してゆくべき
ものであり、なにも児童福祉サービスの一環である保育所でのみ解決すべき固有の問題ではない。
しかしながら公共一般施策が不十分な中では、保育所において対応しないと社会的に対応すべき
所が他にはない。だとすれば、これに対応するための条件整備が何より必要となる。
　このようなことから、さしあたって保育所において家族援助が行えるような保育士を養成する
ためには、社会福祉援助技術の諸原理・原則にのっとった教授が必要であると考える。
註
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務員、用務員がいる。厚生労働省「社会福祉施設等調査（平成１５年）」より。
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